
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
（単位：千円）

勘定 項 事項 比較増△減額

11,269,872,690 11,599,763,472 329,890,782

11,269,872,690 11,599,763,472 329,890,782

健康勘定 保険料等交付金 保険料等交付金に必要な経費 9,761,419,036 10,095,686,941 334,267,905

健康勘定
業務取扱費等業務勘定へ
繰入

業務取扱費等の財源の業務勘定へ繰入れに
必要な経費

23,313,945 28,441,087 5,127,142

健康勘定
国債整理基金特別会計へ
繰入

国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経
費

1,485,139,709 1,475,635,444 △ 9,504,265

3,246,943 3,137,514 △ 109,429

3,246,943 3,137,514 △ 109,429

国民年金勘定 特別障害給付金給付費 特別障害給付金給付に必要な経費 3,246,943 3,137,514 △ 109,429

76,229,699,647 77,311,676,768 1,081,977,121

76,229,699,647 77,311,676,768 1,081,977,121

基礎年金勘定 基礎年金給付費 基礎年金給付に必要な経費 23,280,192,445 24,129,697,241 849,504,796
基礎年金相当給付費他勘
定へ繰入及交付金

基礎年金相当給付費の財源の他勘定へ繰入
れ及び交付に必要な経費

1,190,543,990 959,367,176 △ 231,176,814

国民年金勘定 福祉年金給付費 福祉年金給付に必要な経費 95,714 50,066 △ 45,648
国民年金給付費 国民年金給付に必要な経費 634,322,390 556,448,243 △ 77,874,147
基礎年金給付費等基礎年
金勘定へ繰入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ
繰入れに必要な経費

3,457,066,600 3,210,251,309 △ 246,815,291

年金相談事業費等業務勘
定へ繰入

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入
れに必要な経費

95,168,869 73,600,981 △ 21,567,888

厚生年金勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 24,170,735,523 24,267,629,608 96,894,085
保険給付費 存続厚生年金基金等給付費等負担金に必要

な経費
317,568,753 174,048,874 △ 143,519,879

実施機関保険給付費等交
付金

実施機関保険給付費等交付金に必要な経費 4,752,414,122 4,696,281,040 △ 56,133,082

基礎年金給付費等基礎年
金勘定へ繰入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ
繰入れに必要な経費

17,857,012,613 18,696,806,851 839,794,238

年金相談事業費等業務勘
定へ繰入

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入
れに必要な経費

124,428,193 168,445,535 44,017,342

業務勘定 業務取扱費 公的年金制度等の適正な運営に必要な経費 10,405,248 14,756,188 4,350,940
社会保険オンラインシステ
ム費

社会保険オンラインシステムの運用等に必要
な経費

51,968,308 33,213,381 △ 18,754,927

社会保険オンラインシステ
ム費

社会保険オンラインシステムの見直しに必要
な経費

14,550,912 35,420,946 20,870,034

日本年金機構運営費 日本年金機構運営費交付金に必要な経費 273,225,967 295,659,329 22,433,362

87,502,819,280 88,914,577,754 1,411,758,474

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．29年度予算額は、30年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．29年度予算額は、当初予算額である。

（所管）厚生労働省　　（会計）年金特別会計

政策体系

　１　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

（９）　全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築す
ること

（１）　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域
における生活を総合的に支援すること

　１０　高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの整備を図
ること

（１）　老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること

　９　障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくりを推進
すること

１　国民に信頼される持続可能な公的年金制度を構築し、適正な事業運営を
図ること

１　障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の
場、働く場や地域における支援体制を整備すること

29年度予算額

１　データヘルスの推進による保険者機能の強化等により適正かつ安定的・
効率的な医療保険制度を構築すること

30年度予算額

所　　　管　　　計


